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日本のツーリズム及びホスピタリティ研究を理解するための１冊 

 
 

本書は、日本の自然、社会、文化が、ツーリズム、

ホスピタリティ及びツーリズム資源のような要素

といかに関連しているのかを考察するハンドブッ

クです。日本では、自然と文化との関係を調和した、

新しいツーリズムの形態が創出されています。こ

うした認識に依拠することで、本書は場所に基づ

くツーリズムの発展が生み出されてきた自然と文

化との統一したツーリズムの形態を明らかにして

います。 
本書は第一部「ツーリズムへの基本的視点」、第

二部「ツーリズム産業を理解する」、第三部「応用

的及び現代的テーマ」の全三部で構成されていま

す。ツーリズムの歴史、ツーリズムの理論と政策、

ツーリズムのマーケティング及びマネジメントに

焦点を当てた全 16 章は、文化・農村・巡礼・美食・

メガイベント・メディア化されたツーリズムの各

形態を分析する基礎を提供しています。 
本書を経営学、ツーリズム、ホスピタリティ研究に関心を持つ研究者・研究室にお

勧めいたします 
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[ご参考までに]  8.The Travel Industry: Management Perspective 

（8 章「旅行業―マネジメントの視点から―」） 

はじめに 

 

近年、観光産業は世界経済において最も急速に成長している産業の一つである。国連世

界観光機関（UNWTO）の「国際観光ハイライト 2020 年版」によれば、COVID-19 前の 2009

年から 2019 年にかけて、国際観光収入の実質成長率（54％）は世界 GDP 成長率（44％）を

上回っている。日本政府は、「観光業」を日本経済の中で、最も経済発展に寄与する産業の

１つと見做している。観光産業の振興に積極的に取り組んでいるが、ツーリスト、デステ

ィネーション、航空や鉄道などの交通産業、ホテルなどの宿泊産業などを繋ぐ中核的存在

として、「旅行業」に重きを置いている。旅行会社の役割は、日本人の国内旅行や海外旅行

の両分野と共に、海外からの訪日客にとっても、大きな役割を演じている。表 8.2 及び表

8.3 の「旅行業の構造・法規」でも判るように、日本の旅行会社は海外の旅行会社に比べ、

旅行商品の企画・販売ネットワークがより広範かつ柔軟的なものである。オーストラリア

政府観光局の説明（Working in Market―Japan）によれば、日本の旅行業界は世界で最も

垂直統合が進んだ業界の一つであり、高度に規制された流通システムを有していると記述

している。日本では、主要な鉄道会社や航空会社、流通企業（百貨店やスーパーマーケッ

トを含む）、銀行や金融機関、新聞社、宗教団体、大手製造企業が、一般的に自社旅行会社

を設立するか、または旅行会社とパートナー提携し旅行事業を展開している。これらの旅

行会社の取引の約 95％は、日本人を対象とした国内旅行および海外旅行であり、外国人イ

ンバウンド観光客は、これら業務の 5％ほどである。 

 

ところで、旅行業界は日本人の日常生活に深く関わっている。個人旅行（FIT）が増加し

ているものの、依然、日本特有の団体旅行が盛んである。団体旅行の一例として、日本全

国の中学校・高等学校では毎年、国内外を問わず修学旅行を実施している。また、卒業旅

行も日本で人気がある。卒業年度に実施される旅行であり、近年では大学生が 2～3回参加

するケースも増えている。国内旅行に加え海外旅行も増加している。インターネット時代

にもかかわらず、職場旅行も実施されている。会社全体、部または課単位で海外団体旅行

を行う。多くのグループが社内旅行で同僚と国内外を旅行し、雇用主の会社から財政支援

を受けることもある。 

 

日本では東日本大震災や最近の能登半島地震など、数多くの大規模地震が発生している。

また、COVID-19 からの復興・活性化のため、国や地方自治体が多額の資金を投入している。

こうした場合、旅行会社（日本旅行業協会 JATA etc.を通じて）は、旅行を促進するための

様々な復興キャンペーンを企画する役割を担っている。実際の業務は全国の多くの旅行会

社によって実施される。一例が、COVID-19 禍での「Go To トラベルキャンペーン」である。



また、外交・政治的な動きとしては、COVID-19 直前、日本政府は旅行会社（JATA など）と

連携し、日本とロシアとの人的交流拡大のため「日露キャンペーン」を実施していた。近

年では政府が旅行会社に対し、地方への外国人観光客誘致を推進している。日本の中央政

府及び地方政府は、旅行業界を“実行部隊”あるいは、“便利なパートナー”としてうまく

活用している。 

 

このような中で、我が国日本の旅行業では、経営体制や流通構造において、急激な変化

がいくつか生じてきている。 

まず、１番に挙げられるのは、「インターネット」の急速な進展である。この出現は、外

部的な変化と共に、内部的な変化の両方が列記される。外部的には、航空会社、ホテルな

どの各種サプライヤーと消費者との直結で旅行業を経由しない、いわゆる、「旅行会社バイ

パス現象」と呼ばれるものである。その結果、旅行会社は果たして必要であろうかという

論議が生じてきている。他方、内部的には、旅行業の組織に関しても、インターネットの

影響で、経営構造を変えている。例えば、従来の店舗によるカウンター販売や外部セール

スの見直しが迫られた結果、店舗数を減らしたり、スタッフを大幅に減少させたりしてい

る。また、日本の旅行業では、従来、「ホールセーラー＆リテーラーの構図」が多く見られ

たが、近年、ホールセーラーの減少が進んでおり、そのかわり、直販旅行会社やオンライ

ン旅行会社の躍進が顕著となっている。旅行会社は、旅行業法の保証金制度に基づき、営

業保証金や弁済業務保証金を支払う義務がある。さらに、契約内容に重大な変更が生じた

場合に補償金の支払いを求められる厳しい「旅程保証」制度も存在する。 

 

急激な変化の 2つ目は、旅行者の形態の多様化であり、従来の団体旅行とパッケージツ

アーを凌駕する「FIT（個人旅行）化」であり、同時に、「価格の低廉化」である。旅行業

界では商品自体の低価格傾向に歯止めがかかわらず、加えて格安航空券販売の競争が熾烈

化している。従来のこの「低価格志向」が推進されている一方、「高品質ツアー」もシェア

を伸ばしつつある。特に、WITH/POST コロナ禍では、さらに拡大する傾向にある。このよう

な二極分化マーケットへ向かう傾向のある中で、めりはりのある商品構成をいかにするか

が重要になってくる。加えて、付加価値作りをいかに行なうかが低価格構造から脱皮する

方法の重要なポイントでもある。 

 

急激な変化の 3つ目として、近年、日本政府が推進する、“インバウンド・ビジネス”で

ある。政府・地方自治体は、「旅行業」に対して、ツーリスト、デスティネーション、DMO、

航空・鉄道などの交通産業、ホテルなどの宿泊産業などを繋ぐ中核的存在として、「旅行業」

に期待をかけている。日本の大手旅行会社など、“戦略的な DMC”にならんと方向性を転じ

ているが、果たして期待通りに進展しているか。 

 



 

本稿では、日本の旅行業に関して、旅行業経営や旅行商品―流通チャネル、企画造成過

程、収益構造、商品企画過程、旅行業法などを含み、紹介するものである。諸外国とかな

り性格の違いが見られる。また、今後の日本の旅行業が取り組むべき課題についても考え

てみたい。 

これらの叙述に関する内容は、次のように3部に分かれている。 

１） 日本の旅行業全体の基礎的概念や特徴をまとめたもの 

２） さらに深く理解するために、パッケージツアーの造成過程を、 

CS（顧客満足度）、ツアー利益フローチャート、旅程管理上のホールセーラー責任な

どを挿入しての説明部分 

 ３）日本の将来の経営的課題に関しての叙述 

  



 

[ご参考までに]  16.Challenges towards a Tourism-oriented Country 

                （16 章「観光立国ニッポンへ向けてのチャレンジ」） 

 

１． はじめに 

 

このテキストは、日本はなぜ、「工業立国」や「貿易立国」から、「観光立国」に大きく

かじを取ったのか。最初のプロモーション・イベントは「ビジット・ジャパン・キャンペ

ーン」であったが、これは 2003 年に元・小泉首相が掲げたものであり、2010 年に訪日客

1,000 万人を目標とするものであった。本テキストは、日本の観光発展のプロセスや細目を

研究するものであり、さらに、観光産業の問題点を探し、種々のアイデアー例えば、訪日

客への旅行商品の改善や日本の旅行企業の国際競争力を高めるようなーを提供することを

目的とする。 

 

2003 年にスタートした当初、このキャンペーンの目標は、世界的な経済不況、円高、新

型インフルエンザなどの影響により、1,000 万人は高い壁であった。その後、東日本大震災、

日中や日韓の政治問題などで、目標への到達は遅れがちで、3 年を経過した 2013 年であっ

た。人数として 1,036 万人であり、倍増過程は極めて険しい道のりであった。官民協力の

賜物であった。2019 年現在、日本政府は 2020 年に 4,000 万人、2030 年に 6,000 万人を目

標として、進んでいた。到着人数は、2013 年から 2019 年まで、ほぼ 3 倍増になっており、

3,188 万人の記録的数値であった。しかしながら、訪日客は COVID-19 の発生で、2020 年の

初めから急落し始めた。 

 

一方、アウトバウンドの日本人海外旅行の成長は、この 15 年ほど、1600～1800 万人レベ

ルで推移している。伸びない理由は、経済不況や若者の海外旅行離れなどが原因である。

日本人の旅行トレンドは、端的に言うならば、「前進するインバウンド」、そして、「停滞す

るアウトバウンド」と形容できそうである。コロナ禍での観光復活策は、「観光立国ニッポ

ン」を目指す日本にとって重要な問題である。まず、種々の特別な政策をとって、観光で

落ち込んだ状況から脱出しなければならない。 

 

さて、このテキスト本は、下記のように 3つに分かれて構成されている。  

1）日本は、なぜ、インバウンドの訪日客誘致に、それほど熱心でなかったかの理由  

2）今日までの「観光立国ニッポンへの過程」（コロナ禍からの復活手法を含む）   

3）「“真”の観光立国」に向けて、これからチャレンジすべきこと 


